
	多文ス委第16号　養正公民館備品一時移転作業業務委託　特記仕様書

１　概要
　　養正公民館の長寿命化及び統合化のため大規模改修工事を実施することに伴い、備品を旧共栄調理場（虎渓山町７丁目４番地の２）へ一時移転し、工事完了時に養正交流センター（養正公民館の改修後名称）に再度移転させるもの。
	
２　事業番号及び事業名称
 （1）事業番号　多文ス委第16号
 （2）事業名称　養正公民館備品一時移転作業業務委託

３　履行期間
　　契約日から令和７年３月28日まで

４　関連施設の名称及び所在地等
(1) 搬出場所（往路）、搬入場所（復路）
	施設名称
	施設所在地
	階数
	エレベーター

	養正公民館
（養正交流センター）
	多治見市陶元町135番地の３
	２
	無


※復路については、養正交流センターにエレベーターが新設済みの予定。

(2) 搬入場所（往路）、搬出場所（復路）
	施設名称
	施設所在地
	階数
	エレベーター

	旧共栄調理場
（配送室）
	多治見市虎渓山町７丁目４番地の２
	１
	無


　
５　作業日
　　（往路）令和６年６月10日（月）
　　（復路）令和７年３月下旬（連続２日間）　
　　※復路作業日は工事の進捗状況により、発注者と受注者で協議のうえ定める。

６　移設備品の内容
　　概ね「別紙１　移設物品一覧表」に記載のとおりとする。ただし、本業務実施の日までに多少の増減があるものとし、当該増減分については、本業務の委託契約諸条項の変更原因とはならないものとする。


７　業務内容
　(1) 業務実施計画書の作成
受注者は、本業務の委託契約締結後、速やかに引越業務実施計画書（受注者の任意様式）を作成し、発注者の承諾を得ること。

(2) 移設備品の搬出入作業
　　移設備品は原則、発注者があらかじめ指示した場所から搬出し搬入すること。ただし、本業務の実施日当日に発注者から別に指示があったときは、その指示に従うこと。
　　
(3) 事前協議
　　受注者は、本業務が安全かつ円滑に実施できるよう、業務実施前に発注者と十分な協議を行うこと。

(4) 業務完了検査への対応
　　　受注者は、本業務の作業終了を確認した後、速やかに発注者に業務終了の報告を行い、発注者の確認を受けること。また、当該終了確認において発注者から不備を指摘された時は、受注者は速やかにこれを改善するものとする。

８　作業時間
　　本業務の作業時間は、午前９時から午後５時までとする。
　
[bookmark: _GoBack]９　その他
(1) 安全の確保
受注者は、本業務の実施に当たり、事故防止に十分配慮して適切な安全対策を講じること。
受注者は、搬出入作業に際し、騒音等の発生により周辺住民の迷惑とならないよう配慮し、搬出入車両の運行が周辺道路の交通の支障とならないよう、必要に応じて交通誘導員等を配置すること。

　(2) 関係法令の遵守
　　　受注者は、本業務の実施に当たっては、関係法令を遵守すること。

(3) 秘密の保持
　　　受注者は、本業務に関して知り得た個人情報を他に漏らしてはならない。この契約が終了し、又は解除された後においても同様とする。

　(4) 環境の保全
　　　受注者は、本業務の実施に当たり、低騒音、低振動の作業に努めること。また、移動・輸送に際しては、合理化や省エネルギー型の手段を採用することにより、省エネルギーに努めること。本業務に使用する資材等は、「国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律（グリーン購入法）」に規定されている調達品目をできる限り使用するとともに、残材料等については関係法令に基づき適切に処理すること。

(5) 原状回復義務
　　受注者は、本業務の実施に当たり、施設等に損害を与えることのないよう十分に配慮すること。万一、施設等に損害を与えた場合は、受注者の負担により速やかに原状に復すること。

(6) 妨害又は不当要求に対する通報義務
　　受注者は契約の履行に当たり、暴力団又は暴力団関係者等から事実関係及び社会通念等に照らして合理的な理由が認められない不当若しくは違法な要求を受けた場合又は契約の適正な履行を妨害された場合は警察に通報しなければならない。なお、これらの不当介入を受けたにも関わらず通報しない場合は指名停止措置を講じることがある。
受注者は暴力団等による不当介入を受けたことに起因して履行期間内に契約内容を完了することができないときは、発注者に対して履行期間の延長を請求することができる。

(7) 損害のために必要を生じた経費の負担について
　　業務の処理に関し発生した損害（第三者に及ぼした損害を含む。）のため必要を生じた経費は、受注者が負担するものとする。ただし、その損害の発生が発注者の責に帰す事由による場合においてはこの限りでない。

(8) その他
　　この仕様書に定めのない事項については、その都度、発注者と受注者の協議により定めるものとする。

　　　　 以上
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